
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２４年 5月 19 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究では，複数地域の住民を対象として通信型健康増進プログラム
を実施し，その募集時およびプログラム内容にヘルスコミュニケーションの原則を適用し，効
果の検証を行った．募集に際しては，対象者の特徴やニーズや地域の特徴に合わせた募集方略
を用い，対象者の参加を最大限にした上で通信紙介入を実施した．その結果，介入群は，統制
群と比べて，多くの参加者を登録し，その後の行動変容介入において多くの改善を示した． 
 
研究成果の概要（英文）：This study developed the mailing interventions that aimed to 
enhance physical activity in variety of community environments and applied the health 
communication principles to the recruitment strategies and behavior change for program. 
Results showed that the intervention group increased larger numbers of participants and 
also more improved the typical outcomes of interventions, compared to the control group. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）従来，住民の健康増進を目的にしたポ
ピュレーションアプローチにおいては，マス
メディアを用い，たとえば禁煙や運動実施な
ど健康行動を多くの人々に普及・啓発するキ
ャンペーンが行われてきた．しかし，これら
のキャンペーンが情報の受け手側の意識を
変え，彼らの行動実践に導いたか否かは定か
でない． 
（2）住民に健康増進に関する知識を提供し，

彼らの態度を変え，実際の行動変容に結びつ
けるには，効果が期待できる理論・モデルを
用いた介入方法を模索する必要がある． 
（3）地域の特徴，住民の特徴．健康ニーズ
に合わせた募集方略の検討が必要である． 
２．研究の目的 
 本研究では, 自治体においてヘルスコミュ
ニケーション（HC）の方略を用いた通信ウォ
ーキング・プログラムの開発を行い,その効果
を検証した.中高年者にとっては,たとえ将来
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における健康不安が存在していたとしても,
運動の実践を阻害する要因が多く存在するた
めにその実践は困難である.そのため,本プロ
グラムでは,負担感の軽減を意図し,「スモー
ル・チェンジ」という概念(Hill, 2003; 2009; 

Volpe, 2009)を基に,日常生活において誰でも,
どこでも,いつでも実施できる「歩く」活動に
焦点を絞った内容を実践課題とした.「スモー
ル・チェンジ」とは,一大決心を要するような
活動の奨励ではなく,わずかに努力すれば実
践が可能で,しかも継続しやすい活動に焦点
を絞った健康増進活動の推奨である. 
 本プログラムにおける特徴は,中高年者の
メタボリックシンドローム予防を目的にプロ
グラムの開発あたって,1)心理的負担感を低
下させ,実施開始の動機づけを高めること,2)
対象となる参加者の応募を増加させるために
多様な募集方略を使用すること,そして 3)通
信による行動変容教育を効果的に行って参加 
者に行動を習慣化させること,である.  
 本プログラムでは,通信ウォーキング・プ
ログラムの名の下に,参加者の負 担感やバ
リア要因を排除することを意図し,「歩く」
という行動変容を生じさせるために,テイラ
ー化(相手にあわせる),セルフマネジメント
方略の教授(行動継続のコツを教える),およ
びセルフモニタリングおよび動機づけ情報
の提供を行う.本研究の目的は,「歩く」行動
の継続を意図して作成した様々なツールを
用いた多要素プログラムの内容を紹介し,そ
の効果をプロセス評価及びアウトカム評価
によって検証することであった. 
3. 研究の方法 

 本プログラムにおけるその他の配布資料と
しては,人の行動における原理原則,継続のコ
ツ,バリア要因の解消,目標設定など継続のた
めに必要なセルフマネジメント技法について
の情報をニューズレターとその付録物という
形で提供し,それらを行動 変容教育として提
供した.これらの情報提供は,通信ウォーキン
グ冊子に盛り込まれ た歩数の記録表(セルフ
モニタリングはがき)をあらかじめ決められ
た期日までに送 付されていることを条件と
して郵送した. 
３．研究の方法 
 本通信ウォーキング・プログラムの参加者
募集については，郵送およびファックスにて
申し込みを受け付け，参加候補者には，質問
紙（pre-test）が郵送され，記入後すぐに返
却することが義務づけられた．その結果，募
集条件に合致した参加者は，年齢が 23 歳か
ら 65 歳，平均年齢 49.11 歳の男性 69 名（平
均 49.42 歳），女性 101 名（平均 48.89 歳）
の計 170 名であった．  

 図1は，本研究における全体スケジュールを
示している．本プログラムは，通信教育であ
り，開始式・説明会から修了式を除いて参加

者との直接的な対面接触はなく，参加者には，
開始時には直接，また4週目，7週目，10週目
にはセルフモニタリングのハガキ提出を待っ
て複数の配布物が順次郵送された． 

 プログラムの開始時には，参加者に対して
テイラリング・メッセージ，通信ウォーキン
グ冊子，およびニューズレターNo.1 が配布さ
れ，特に通信ウォーキング冊子に基づいてプ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ログラム内容の説明が行われた．開始式・説
明会において，参加者に歩数計（オムロン社
製 HJ-111-K）が配布され，彼らは，毎日決
まった時間に歩数，しっかり歩数，およびし
っかり歩行時間の 3 種類の数値を記入するよ
うに指示された．続いて，参加者は，通信ウ
ォーキング冊子に添付されたセルフモニタ
リングはがきに歩数，しっかり歩数，および
しっかり歩行時間を記録し，あらかじめ決め
られた期限までに投函することで，次の配布
物（図 8-1：4 週目，7 週目および 10 週目）
が得られる仕組みについて説明された．しっ
かり歩数およびしっかり歩行時間とは，毎分
60 歩以上の速度で，しかも連続して 10 分以
上歩いていることを条件として記録してお
り，しっかり歩数はその歩数を，一方しっか
り歩行時間はその時間を加算した数値とし
て表されている（Richardson et al., 2007）．
これらのセルフモニタリングはがきの記録
記入期間は，モニタリングの習慣化を意識さ
せるために初回のみに 2 週間とし，その後は
4 週間が 2 回分，最終は 2 週間の計 12 週間
であった． 

 4 週目終了後には，参加者からのセルフモ
ニタリングはがきの到着を待って，ニューズ
レターNo.2，および血液検査の個人結果が郵
送された．次に，7 週目終了後には，セルフ
モニタリングはがきの到着を待って，歩数増
強行動の一時的停止に導きやすいハイリス
ク状況に合わせた逆戻り予防情報が，またニ



 

 

ューズレターNo.3 が郵送された．同時に，
個々人における前半部の歩数およびしっか
り歩数をグラフ化し，コメントを加えたフィ
ードバックシート，具体的な目標設定方法の
解説，およびセルフモニタリングはがきの返
却分に記述された参加者自らが自覚できた
「続けるコツ」および「心身の改善への気づ
き」を要約して情報提供を行った．10 週目に
は，セルフモニタリングはがきの到着を待っ
て，ニューズレターNo.4，参加者全員の歩数
傾向をグラフ化した情報提供，および
post-test を送付し，post-test については返
送を求めた．その後，修了式において，修了
証の授与，採血，腹囲測定，および自由記述
による感想を求めてプログラムを終えた． 

４．研究成果 
 複数地域の住民を対象として通信型健康
増進プログラムを実施し，その募集時および
プログラム内容にヘルスコミュニケーショ
ンの原則を適用した結果，募集に際しては，
対象者の特徴やニーズや地域の特徴に合わ
せた募集方略によって参加者を増加させ，そ
の後の行動変容介入において多くの改善が
見られた．図 2 は，プログラム実践中に参加
者から送付されたセルフモニタリングはが
きに記載された歩数，しっかり歩数，および
しっかり歩行時間のそれぞれについて，2 週
間を 1 ブロックにした平均値を 6 期間（12

週間）に分けて示している． 6 期間について
1 要因分散分析を行った結果，歩数において
は期間の主効果に有意な結果は見られなか
った．参加者の歩数は，プログラム開始と同
時に増加し，しかし連休期間（Week 3-4）に
低下したものの，その後も平均して 9,000 歩
程度を保っていた． 

 一方，しっかり歩行時間においては，有意
な期間による差が認められ（F（5/645）=2.23, 

p<.05），しっかり歩数においても有意傾向が
認められた（F（5/650）=1.91, p<.1）．
Bonferroni の多重比較を行った結果，しっか
り歩数では，Week 1-2 と Week 7-8 の間に，
またしっかり歩行時間においては，Week 1-2

と Week 5-6 および Week 7-8 の間にそれぞ
れ有意な差が認められた． 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本プログラムにおける通信教育の内容は，
テイラリング・メッセージの配布に始まり，
ニューズレターとそれらの付録物が中心で
あった．これらの配布物は，通信ウォーキン
グ冊子に盛り込んだ，歩数を中心とするセル
フモニタリングはがきの到着と交換という
形で郵送されていた．この双方向の情報交換
によって，参加者の動機づけが高まった結果，
セルフモニタリングはがきの提出率が最終
で 85.88%と高い数値が示したように，プロ
グラムを通じて高い提出率が維持できたと
思われる．参加者個々人に合わせたテイラリ
ング・メッセージはプログラム開始にあたっ
て参加者の注意を引き，続いて配布したニュ
ーズレターを中心とする行動変容教育は，参
加者のウォーキング行動の維持に影響を与
えることができた．行動変容教育としては，
セルフモニタリング，刺激統制，自己報酬，
バリア要因の除去を中心としたセルフモニ
タリング技法の解説がなされ，具体的で実践
可能な内容が盛り込まれていた．特に，参加
者に対しては，最も大きなバリア要因，また
はハイリスク状況として悪天候への対処を
強調し，プログラム期間中に梅雤のシーズン
が入っていたにもかかわらず，停止という大
きな危機が避けることが可能となった． 

 以上のように，参加者の活動レベルおよび
状況に応じたアドバイスや行動変容教育の
提供は，彼らの歩数の結果に影響を与えた．
まず，ウォーキングおよび運動の行動変容ス
テージの分布を見ると，開始時に熟考ステー
ジ者の割合が多かったのに対して，終了時で
は準備・実行ステージ者の割合が多くなって
いた．また，歩数関連の結果にも成果が見ら
れている．歩数計を用いたプログラムでは，
通常，歩数計を配布した時から参加者の歩数
が高まるために，ベースライン値の設定時期
がきわめて困難となる．本プログラムの歩数
の評価においても，連休における歩数の低下
は見られたものの，同様に開始段階から 12

週間を通じて平均 9,000 歩以上を保持してい
た．一方，しっかり歩数やしっかり歩行時間
の様相は異なって表れた．すなわち，時が立
つごとに，開始時期と比べて，しっかり歩数
およびしっかり歩行時間の数値が増加した．
これらの結果は，プログラムの進行に応じて
歩数そのものに変化は見られなかったのに
対して，しっかり歩数やしっかり歩行時間が
増加し，歩行の質に変化が生じてきたと言え
る．すなわち，プログラム開始当初と比べて，
プログラムが進むにつれて速い歩行，しかも
そのような歩行の持続時間が増加するよう
になった．これら歩行の行動変容が進んだこ
とによって，参加者の腹囲の数値が低下し，
同様に多くの生化学指標に改善が見られた．
特に，生活習慣病・メタボリックシンドロー
ムに関連する指標として LDL コレステロー



 

 

ル数値の改善が顕著であった． 
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